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Ⅰ 学校規模適正化ビジョンの策定に当たって 
１ はじめに 

本市の小・中学校の児童生徒数は、平成 17（2005）年度には 8,050人であったところ

から、平成 27（2015）年度には 7,113人、令和７（2025）年度には 5,395人となり、20

年前との比較では約 33％減、10年前との比較では約 24％減と大きく減少しています。 

児童生徒数の減少に伴い、小・中学校の小規模化が進行し、全ての学年が１学級の小・

中学校や、複式学級の編制を行う小学校が生じています。 

今後も児童生徒数の減少傾向が続く見通しであり、特に小学校では更なる小規模化が

見込まれています。 

学校の小規模化は、児童生徒一人ひとりに目が行き届き、個々に即した学習や生徒指

導等ができるなどのメリットがある一方、集団生活の中で学級活動や学校行事等を行う

機会が限定されるため、児童生徒間の交流相手が限定され、多様な考えに触れる機会が

少なくなることや、コミュニケーション能力や社会性を育むという面で学校教育活動に

影響を及ぼすことが懸念されています。 

小・中学校においては、児童生徒の知識や技能の習得に加え、児童生徒が集団の中で多

様な考えに触れ、認め合い、協力し合い、切磋琢磨することを通じて一人ひとりの資質を

引き出し能力を高めていくことが大切です。そのためには、一定の児童生徒の集団規模

を確保し、その規模に見合った教職員を配置するなど、望ましい学校規模を確保するこ

とが重要です。 

 

２ ビジョン策定の趣旨  

本市では、平成 27（2015）年に第１次舞鶴市教育振興大綱を策定して以来、現在の第

３次舞鶴市教育振興大綱に至るまで「育てたい子ども像」に「ふるさと舞鶴を愛し夢に

向かって将来を切り拓く子ども」を設定し、教育施策を展開してきました。 

児童生徒の減少による小・中学校の小規模化やＧＩＧＡスクール構想による学校のＩ

ＣＴ化など子どもたちを取り巻く環境が急速に変化している中、教育環境の更なる充実

を図るため、令和３（2021）年度に『舞鶴市教育環境あり方懇話会』を設置し、学識経

験者をはじめ、保護者や地域の代表、学校関係者等の皆様から幅広い意見を聴取しまし

た。 

今般、懇話会における皆様のご意見を踏まえ、「舞鶴の子どもたちのために」をコン

セプトに「より教育効果を上げていくための教育環境のあり方」と「子どもたちにとっ

てより良い学校教育を実現するために市として取り組むべきこと」を示した『舞鶴市学

校規模適正化ビジョン』を作成しました。 

本ビジョンを、将来に向けて魅力ある学校づくりを進めるための指針と位置付け、新

たな教育施策の展開や教育環境の充実等に取り組みます。 
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Ⅱ 小・中学校の現状と課題 
１ 立小・中学校の位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 本市の人口の推移と予測 

本市の人口は昭和 35（1960）年の９万 9,615人をピークに、昭和 60年（1985）から

は徐々に減少し、令和２（2020）年では８万 3,336人となっています。また、１年間に

生まれてくる子どもの数は、以前はおおむね 700〜800人で推移していましたが、近年

では 500人前後まで減少しています。このままいけば、本市の人口は、令和 17（2035）

年には約６万３千人、令和 27（2045）年には５万３千人になるとも言われています。                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１.舞鶴市人口ビジョン（令和２年３月）から抜粋 
２.グラフにおける 2020(令和２)年以降の数値は、国立社会保障・人口問題研究所による推計値。本文中の実績値
とは一致しない。 

３.２を除く人口は、国勢調査人口（各年 10月１日現在） 
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３ 小・中学校の児童生徒数の推移と予測 

本市の小・中学校の児童生徒数は、昭和 32（1957）年度の２万 1,398人をピークに減

少し、令和７（2025）年度では 5,395人となっています。また、近年の少子化の進行に

より、令和 12（2030）年度に約 4,700人、令和 27（2045）年度に約 3,600人になると

予測しています。       

令和７(2025) 年度 5,395人 ➡ 令和 27(2045)年度 3,631人（1,764人減・32.7％減） 

・小学校 3,527人 ➡ 令和 25(2045)   2,401人（1,126人減・31.9％減） 

・中学校 1,868人  ➡ 令和 25(2045)   1,230人 ( 638人減・34.2％減） 

 

●学校別の児童生徒数の今後の予測  令和７（2025）～令和 27（2045） 

 
 

 

 

 

 

［小・中学校 児童生徒数の推移と予測］ 

 

 

◆令和 7 実績…５月１日現在 学校基本調査から  
◆令和８～13 年度(小)・19(中)推計…令和７年５月住基データから 
◆令和 14 年度以降の推計（小）…国立社会保障・人口問題研究所による舞鶴市の将来推計人口を基に各年度における

児童数を推計し、令和 11～13 年度の３年間における各校の１年生の割合を用いて各校に按分し算出 
◆令和 20 年度以降の推計（中）…国立社会保障・人口問題研究所による舞鶴市の将来推計人口を基に各年度における

生徒数を推計し、令和 17～19 年度の３年間における各校の１年生の割合を用いて各校に按分し算出 
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［小学校児童数の推移と予測］ 

 
 

［中学校生徒数の推移と予測］ 

 

 

４ 小・中学校の規模 
(1) 規模別の特徴と現状 

①小学校（全 18校）                 令和７（2025）年５月１日時点 

規模別 学級数 特記事項 学校名 

小規模校 

１～５ 

・複式学級が存在する規模 

・学校統合等により適正規模に近づけることの適否

を速やかに検討する必要がある 

大浦、吉原 

池内、由良川 

６ ・複式学級はないが、クラス替えができない規模 

三笠、与保呂 

朝来、福井 

高野、岡田 

７～８ 
・おおむね１つまたは２つの学年しかクラス替えが

できない規模 
中舞鶴 

９～11 ・半分以上の学年でクラス替えができる規模 
倉梯第二 

志楽、明倫 

標準規模校 

12～18 

・各学年２～３学級の編制、全学年でクラス替え  

可能 

・学習活動の特性に応じた集団が編制できる 

・同学年に複数の教職員を配置できる 

新舞鶴、倉梯 

余内 

19～24 
・各学年の学級数がやや多く、教育課程の編制、   

実施に際し配慮を要する規模 
中筋 
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◆複式学級設置校（令和８年度以降は見込み） 

  令和７  （2025）   年度  大浦、吉原、池内、由良川           

  令和８  （2026）   年度  大浦、吉原、池内、由良川    

  令和９・10（2027・2028）年度   大浦、吉原、池内、由良川、岡田 
 

 ②中学校（全７校）                 令和７（2025）年５月１日時点 

規模別 学級数 特記事項 学校名 

小規模校 

 

１～２ 

・複式学級が存在する規模 

・学校統合等により適正規模に近づけることの適否

を速やかに検討する必要がある 

 

３ ・複式学級はないが、クラス替えができない規模 
和田、若浦 

加佐 

４～５ ・クラス替えができる学年が少ない規模  

６～８ 
・全学年でクラス替えができ、同学年に複数教員を

配置できる規模 
 

９～11 

・全学年でクラス替えができ、同学年で複数教員  

配置や免許外指導の解消が可能な規模 

・全ての授業で教科担任による学習指導を行うため

には、学校全体で９学級（各学年３学級）以上で

あることが望ましい 

 

標準規模校 12～18 
・各学年４～６学級の編制、全学年でクラス替えが

可能 

青葉、白糸 

城南、城北 

（注 1）上表（①小学校・②中学校）の規模別分類は、学校教育法施行規則 41 条・79 条及び文部科学省「公立小学

校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」による。 

（注 2）上表（①小学校・②中学校）の学級数には、特別支援学級数は含めていない。 

 

(2) １学級当たりの児童生徒数の基準 

 
公立義務教育諸学校の学級編制及び 

教職員定数の標準に関する法律（文部科学省） 

京都式少人数教育 

（京都府教育委員会） 

小学校 １～６年生  １学級 35人 
１～２年生 １学級 35人 

３～６年生 １学級 30人程度 

中学校 １～３年生  １学級 40人 １～３年生 １学級 40人 

 

５ 学校規模による課題と児童生徒に与える影響 
(1) 学級数や学級当たりの児童生徒数が少ないことによる学校運営上の課題 

下記について顕在化することが懸念されます。 

・クラス替えが全部、または一部の学年でできない。 

・児童生徒の男女比に偏りが生じやすい。 

・複式学級の場合、兄弟姉妹が同じ学級になり、指導上の制約を生ずる可能性がある。 

・集団の中で、児童生徒間の交流相手が限定され、多様な考えに触れたり、学習の場

面で多面的に考えながら議論することが難しいなど、切磋琢磨する教育活動が少な

くなりやすい。また、活発な話し合いがなされにくい。 

・人間関係が深まりやすくなる反面、固定化しやすくなる。  

・班活動やグループ分けに制約が生じる。 

・加配教職員なしでは、習熟度別指導等クラスの枠を超えた多様な指導形態がとりに  

くい。 

・小学校クラブ活動や中学校部活動の種類が限定される。 
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・運動会・文化祭等の集団活動や行事、体育科の球技や音楽科の合唱・合奏のような

集団学習の実施に制約が生じる。等 

 

(2) 教職員数が少なくなることによる学校運営上の課題 

学級数が少なくなることによって、配置される教職員数が少なくなるため、下記の

ような課題が顕在化し、教育活動に大きな制約が生じる可能性があります。 

・経験年数、専門性、男女比等、バランスのとれた教職員配置やそれらを生かした

指導の充実が困難となる。 

・教職員個人の力量への依存度が高まり、教育活動が人事異動に過度に左右された

り教職員数が毎年変動することにより、学校経営が不安定になる可能性がある。 

・児童生徒と教職員との人間関係や相互の評価が固定化しやすい。 

・児童生徒の良さが多面的に評価されにくくなる可能性がある。 

・多様な価値観に触れさせることが困難となる。 

・チーム・ティーチング、グループ別指導、習熟度別指導、専科指導等の多様な手

法をとることが困難となる。 

・教職員一人当たりの校務負担や行事に関わる負担が重く、校内研修の時間が十分

確保できない。 

・平日の校外研修や他校で行われる研究協議会等に参加することが困難となる。 

・教職員同士が切磋琢磨する環境を作りにくく、指導技術の相互伝達がされにく

い。 

・中学校においては、教科等におけるバランスのとれた配置も難しくなる。等 

  

(3) 学校運営上の課題が児童生徒に与える影響 

前述(1)(2)は、学級数や一学級当たりの児童生徒数、教職員数が少ないことにより

起こりうる学校運営上の課題です。これらの課題が実際に生じるかどうかは、児童生

徒の状況や教育課程・指導方法の工夫の状況など、各学校における対応や諸条件等に

よって変わりますが、前述(1)(2)のような課題が生じた場合、児童生徒には、以下の

ような影響を与える可能性があります。 

・集団の中で自己主張したり、他者を尊重する経験を積みにくく、社会性やコミュニ

ケーション能力が身につきにくい。 

・児童生徒の人間関係や相互の評価が固定化しやすい。 

・進学等の際に大きな集団への適応に困難を来す可能性がある。 

・切磋琢磨する環境の中で意欲や成長が引き出されにくい。 

・教職員への依存心が強まる可能性がある。 

・協働的な学びの実現が困難となる。等 

 

６ 学校施設の現状等 
(1) 学校施設の老朽化の進行 

本市には、小学校 18校、中学校７校の計 25校、建物総数 105棟の学校施設があり、

その内、全体の 86.7％（91棟）が築 30年以上、全体の 61％（64棟）が築 40年以上の

建物です。多くの施設で老朽化が進んでおり、更新時期を迎えつつあります。 
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(2) 学校施設の建築経過年数等 

①小学校 18校                 令和６（2024）年３月 31日時点 

番号 学校名 建物名 階数 
延床面積 

（㎡） 
建築年度 経過年数 

１ 新舞鶴 

校舎１ ３ 1,033 昭和 43（1968） 55 

校舎２ ３ 3,070 昭和 52（1977) 46 

校舎３ ３ 1,606 昭和 28（1953） 70 

校舎４ ３ 650 昭和 33（1958） 65 

体育館 ２ 2,361 昭和 58（1983) 40 

給食室 １ 296 平成 12（2000） 23 

２ 三笠 

校舎１ ３ 2,364 昭和 33（1958） 65 

校舎２ ３ 1,000 昭和 60（1985） 38 

体育館 １ 760 昭和 51（1976) 47 

３ 倉梯 

校舎１ ３ 1,674 昭和 33（1958） 65 

校舎２ ３ 1,087 昭和 42（1967） 56 

校舎３ ３ 738 昭和 46（1971） 52 

校舎４ ４ 1,050 昭和 55（1980） 43 

校舎５  ３ 1,451 昭和 59（1984） 39 

体育館 ２ 1,378 昭和 60（1985） 38 

給食室 １ 241 昭和 55（1980） 43 

４ 倉梯第二 

校舎１ ３ 1,852 昭和 49（1974） 49 

校舎２ ３ 1,699 昭和 49（1974） 49 

校舎３ ３ 516 昭和 54（1979） 44 

体育館 １ 805 昭和 49（1974） 49 

給食室 １ 33 平成 14（2002） 21 

５ 与保呂 

校舎１ ３ 782 昭和 40（1965） 58 

校舎２ ３ 962 昭和 50（1975） 48 

校舎３ ２ 763 昭和 62（1987） 36 

体育館 １ 610 昭和 52（1977） 46 

給食室 １ 119 昭和 54（1979） 44 

６ 志楽 

校舎１ ３ 1,454 昭和 51（1976） 47 

校舎２ ３ 1,141 昭和 62（1987） 36 

校舎３ ２ 197 平成 27（2015） ８ 

体育館 １ 865 平成２（1990） 33 

給食室 １ 48 昭和 51（1976） 47 

７ 朝来 

校舎１ ２ 368 昭和 41（1966） 57 

校舎２ ３ 2,423 昭和 53（1978） 45 

体育館 １ 843 昭和 58（1983） 40 

給食室 １ 45 平成 21（2009） 14 

８ 大浦 
校舎１ ３ 1,910 昭和 61（1986） 37 

体育館 １ 802 昭和 61（1986） 37 

９ 中舞鶴 

校舎１ ３ 521 昭和 50（1975） 48 

校舎２ ３ 1,591 昭和 58（1983） 40 

校舎３ ３ 2,749 昭和 63（1988） 35 
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体育館 １ 1,033 平成４（1992） 31 

給食室 １ 200 昭和 59（1984） 39 

10 明倫 
校舎１ ４ 6,384 昭和 57（1982） 41 

体育館 ２ 1,260 昭和 57（1982） 41 

11 吉原 

校舎１ ４ 1,534 昭和 53（1978） 45 

体育館 １ 486 昭和 53（1978） 45 

給食室 １ 53 昭和 53（1978） 45 

12 余内 

校舎１ ３ 1,617 昭和 41（1966） 57 

校舎２ ３ 1,729 昭和 50（1975） 48 

校舎３ ３ 596 昭和 58（1983） 40 

校舎４ ２ 665 昭和 63（1988） 35 

体育館 １ 760 昭和 52（1977） 46 

給食室 １ 243 平成 11（1999） 24 

13 池内 

校舎１ ３ 735 昭和 41（1966） 57 

校舎２ ３ 524 昭和 54（1979） 44 

校舎３ ２ 619 昭和 63（1988） 35 

体育館 １ 797 平成２（1990） 33 

給食室 １ 98 昭和 40（1965） 58 

14 中筋 

校舎１ ２ 442 昭和 40（1965） 58 

校舎２ ３ 1,081 昭和 49（1974） 49 

校舎３ ４ 1,948 昭和 54（1979） 44 

校舎４ ２ 639 昭和 63（1988） 35 

校舎５ ４ 1,166 平成 15（2003） 20 

体育館 １ 760 昭和 51（1976） 47 

給食室 １ 302 平成 20（2008） 15 

15 福井 

校舎１ ３ 1,930 平成１（1989） 34 

体育館 １ 593 昭和 55（1980） 43 

給食室 １ 127 昭和 50（1975） 48 

16 高野 

校舎１ ３ 2,072 昭和 59（1984） 39 

校舎２ ２ 802 平成 16（2004） 19 

体育館 １ 799 昭和 58（1983） 40 

17 岡田 

校舎１ ２ 322 昭和 50（1975） 48 

校舎２ ３ 1,283 昭和 62（1987） 36 

体育館 １ 612 昭和 61（1986） 37 

給食室 １ 50 平成 23（2011） 12 

18 由良川 

校舎１ ３ 1,291 昭和 52（1977） 46 

校舎２ ３ 292 平成６（1994） 29 

体育館 １ 588 昭和 53（1978） 45 

給食室 １ 139 昭和 54（1979） 44 

小計 79棟（築 30年以上 ：69施設 87.3％、築 40年以上：50棟 63.3％、） 
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②中学校 ７校               令和６（2024）年３月 31日時点 

番号 学校名 建物名 階数 
延床面積 

（㎡） 
建築年度 経過年数 

１ 青葉 

校舎１ ３ 1,061 昭和 44（1969） 54 

校舎２ ４ 2,525 昭和 45（1970) 53 

校舎３ ３ 747 昭和 54（1979） 44 

校舎４ ４ 2,716 昭和 58（1983） 40 

体育館 １ 1,056 昭和 52（1977) 46 

体育館 １ 670 昭和 38（1985） 38 

２ 白糸 校舎１ ４ 8,163 平成 22（2010） 13 

３ 和田 

校舎１ ３ 1,878 昭和 56（1981） 42 

校舎２ ３ 1,843 昭和 61（1986） 37 

体育館 １ 1,056 昭和 54（1979） 44 

４ 城南 

校舎１ ４ 2,113 昭和 56（1981） 42 

校舎２ ４ 2,937 昭和 62（1987） 36 

校舎３ １ 162 昭和 62（1987） 36 

体育館 １ 1,092 昭和 52（1977） 46 

武道場 １ 381 平成 23（2011） 12 

配膳室 １ 97 平成 26（2014） ９ 

５ 城北 

校舎１ ４ 4,622 昭和 52（1977） 46 

校舎２ ３ 792 昭和 58（1983） 40 

体育館 ２ 1,477 昭和 61（1986） 37 

配膳室 １ 81 平成 26（2014） ９ 

６ 若浦 

校舎１ ３ 3,328 昭和 57（1982） 41 

体育館 １ 1,066 昭和 57（1982） 41 

寄宿舎 １ 100 昭和 60（1985） 38 

７ 加佐 

校舎１ ３ 1,183 昭和 40（1965） 58 

校舎２ ３ 985 昭和 60（1985） 38 

体育館 １ 854 昭和 60（1985） 38 

小計 26棟（築 30年以上：22棟 84.6％、築 40年以上：14棟 53.8％） 

 

(3) 学校施設整備費の増大 

令和２（2020）年度に策定した『舞鶴市学校施設長寿命化計画』における学校施設整

備費（維持修繕費※1 含む）の試算では、既存の学校施設の維持・更新費用の総額は、

長寿命化改修型※2の整備であっても 498億円が必要となっています。 

各学校施設を活用していくためには、長寿命化改修に早期に着手していく必要があ

ります。 
※1 維持修繕：劣化した建物等の部分を既存のものと概ね同じ位置に同じ材料、形状、寸法で原状回復すること 

※2 長寿命化改修：建物の物理的な不具合を直し耐久性を高める、機能や性能を水準まで引き上げる改修 

  

【小・中学校 施設整備費の推移】         （単位：千円、各年度決算ベース） 
 

 

平成 30 

（2017） 

令和元 

（2018） 

令和２ 

（2019） 

令和３ 

（2020） 

令和４ 

（2021） 

令和５ 

（2022） 

整備費 109,377 231,240 472,692 223,789 111,558 542,464 

 

(4) 学校施設の計画的な整備の考え方 

学校施設の整備については、児童生徒等の安全性の確保を最優先としつつ、建物の状

態や老朽化対策の緊急度等に加え、学校の位置付け（将来の児童生徒数を見据えた学校

規模の適正化や適正配置）や財政状況も勘案しながら進めていきます。  
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Ⅲ 本市が目指す望ましい教育環境の考え方 

1 現状 

文部科学省は、12 学級から 18 学級の学級数を学校規模の標準と位置付けていますが、

本市において学校規模の標準を満たす小学校は、18 校のうち３校（新舞鶴小・倉梯小・

余内小）で、中学校は、７校のうち４校（青葉中・白糸中・城南中・城北中）です。 

なお、現在、小学校４校（大浦小・吉原小・池内小・由良川小）が複式学級を編成して

おり、令和９（2027）年度には、さらに１校（岡田小）増えて５校になることが想定され

ています。 

 

２ 学校規模の適正化・適正配置の基本的な考え方 

このため、小・中学校では、単に各教科の学習内容を身に付けさせるだけでなく、「主

体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改革に取り組み、児童生徒が集団の中で多

様な考え方に触れ、認め合い、協力し合う中で、思考力、判断力、表現力、問題解決能力

などを磨いていく必要があります。 

また、学級編制によって新しい人間関係を築く中で、コミュニケーション能力の向上

を図るとともに、社会性や規範意識について学べるような配慮も大切です。 

このような教育を行っていくためには、児童生徒が一定規模の集団生活の中で活気に

満ちた学校生活を送ることができる学校規模が確保されていることや、経験年数、専門

性、男女比等についてバランスのとれた教職員が配置されていることが望まれます。 

 これらのことを踏まえ、本市における学校規模の適正化・適正配置のための基本的な

考え方は、以下のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  また、小・中学校は、児童生徒の教育のための施設であることに加え、地域コミュニ

ティの拠点としての性格を有し、地域の交流の場や非常災害時における避難所など様々

な機能を併せ持っています。 

［学校規模の適正化・適正配置のための基本的な考え方］ 

(1) クラス替えが可能となる規模であること。クラス替えを契機として児童生徒が意

欲を新たにすることができること。 

(2) 集団の中で、児童生徒間の交流ができ、多様な考えや価値観に触れ、学習の場面で

多面的に考え議論することができる、切磋琢磨する教育活動等ができること。 

(3) 児童生徒同士や児童生徒と教職員との幅広い人間関係づくりが可能になる学級編

制ができること。 

(4) 支援が必要な児童生徒へのきめ細かな指導ができるクラスの編成が可能であるこ

と。 

(5) 学校の児童会・生徒会活動を選択でき、また、学級内で班活動、グループ分けがで

きること。 

(6) 子どもたちの学習意欲の高揚に繋がるよう、学級の枠を超えて編成した集団での学

びの機会の確保や、学年内での教職員の役割分担による専科指導等の多様な指導形

態をとることができること。 

(7) 運動会・文化祭等の集団活動・行事、体育科の球技や音楽科の合唱・合奏のような

集団学習の実施ができること。 
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こうした学校が持つ多様な機能にも留意し、学校に通学する児童生徒やその保護者は

もとより、将来入学する就学前の子どもの保護者や地域住民の声も大切にし、関係者の

十分な理解と協力を得る中で、「地域とともにある学校づくり」の視点を持ちながら取組

を進めていくことが必要です。 

なお、学校が置かれた状況は様々であることから、施設一体型小中一貫校や小規模特

認校制度など様々な選択肢についても研究する必要があります。 

 

３ 通学手段の確保 

学校統合による通学区域の拡大に伴い遠距離通学の地域が生じることから、負担や安

全面を考慮し、児童生徒の教育面に不利益が生じないよう適切な措置を講じる必要があ

ります。 

遠距離通学の生徒に対し、現在、市では公共交通機関の定期券購入の支援やスクール

バスの運行等により通学手段の確保を行っており、学校統合により新たに遠距離通学と

なる児童生徒には、通学手段の確保策を講じます。  

 

＜児童生徒の通学負担面や安全面を考慮した視点＞ 

小・中学校の統合により次に掲げる通学距離を超える場合には、公共交通機関の利用

助成やスクールバスの利用など、通学手段の確保策を講じます。 

(1) 小学校  片道通学距離が３キロメートルを超える場合 

(2) 中学校  片道通学距離が４キロメートルを超える場合 
 

なお、通学距離が上記(1)(2)に満たない場合であっても、児童生徒の発達段階や体力

面、また、地理的条件や交通等の安全確保など、様々な事情を勘案し、通学の支援や通

学手段の確保を検討・調整します。  
 

 

Ⅳ 本市における学校の適正規模・適正配置の基準 
１ 適正規模の基準 

「学校規模の適正化・適正配置のための基本的な考え方」を踏まえ、小・中学校ともに

「全学年が２学級以上で、クラス替えが可能な規模」を「学校運営上望ましい規模」と

します。 

 

２ 適正配置の基準 

文部科学省の基準に準拠し、小学校でおおむね４キロメートル以内、中学校ではおお

むね６キロメートル以内とします。 

また、通学時間については、適切な交通手段の確保と、遠距離通学や長時間通学による

デメリットの一定程度解消を前提に、「おおむね１時間以内」を一応の目安とした上で、

地域の実情や児童生徒の実態等に応じて、その適否も含めた判断を行うこととします。 
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Ⅴ 本市における学校規模の適正化・適正配置基本方針 
令和 27（2045）年度における小・中学校の姿を見据え、「舞鶴の子どもたちのため

に」をコンセプトに、多様な児童生徒一人ひとりを大切にし、全ての子どもたちが夢や

希望を持ち、未来に向かって力強く、たくましく、生き生き学ぶことができるような学

校教育環境づくりを進めるための基本方針を下記のとおり定めます。 

 

１ 基本方針 

 

２ 基本的な合意形成の取組と進め方  

学校規模の適正化・適正配置を進めるためには、保護者や地域住民、学校関係者の理

解と協力が必要です。子どもたちにどのような学びの環境を残していくのか、子どもた

ちがどのような学びの環境を求めているのかなど、学校のあり方について、保護者や地

域住民に、将来に向けたより良い教育環境づくりの視点で主体的に考えていただける

よう適切な情報提供やニーズの聴取、意見交換ができる場の設定を行い、取組を進めま

す。 

 

 

(1) 児童生徒数の減少をはじめ、小規模校における集団の固定化や中学校進学時に

大きな集団に合流する子どもたちの心理的負担の現状を踏まえながら、小学校

同士、中学校同士の統合を段階的に進めます。 

(2) 複式学級の解消を優先的に進め、１学校について、小・中学校ともに１学年あ

たり２学級以上で、クラス替えが可能な規模を目指します。 

(3) 学校統合にあたっては、児童生徒の通学路の安全面や通学時間の負担面に配慮

するとともに、地理的条件や道路交通事情等を考慮し、安心・安全な通学路の

設定や通学手段の方策を講じます。 

(4) 小学校は、「小中一貫教育」の対象区域である、現在の中学校区内での統合を基

本とします。ただし、通学時間、学校施設の維持管理面や地域コミュニティ等

の事情を総合的に勘案し、保護者や地域住民等関係者の合意が得られる場合は、

基本的な対応以外についても検討することとします。 

(5) 児童生徒数の多い学校施設の使用や学校敷地の広さ等の状況を踏まえて、基本

的に既存の学校施設及び敷地を可能な限り有効活用します。 

(6) 施設一体型等の小中一貫校の新設や統合後の新たな学校の設置などについて

も、教育充実の観点、学校施設の維持管理面や地域コミュニティ等の事情を総

合的に勘案し検討することとします。 

(7) 適正規模化を進めることが困難な 1 小学校 1 中学校の校区や、学校統合後にお

いても小規模の小中一貫校では、集団が９年間固定することに留意し、ICT を

活用したオンライン授業等、 小規模校のデメリットを最小化する取組を検討し

ます。 

(8) 既存学校施設を活用する場合は、老朽化対策（校舎や体育館等の長寿命化改修

や屋根・外壁等の大規模改修、電気・水道等の設備改修等）を優先して整備に

取り組みます。 

(9) 保護者や地域住民、学校関係者の理解と協力が得られるよう、意見やニーズ等

を聴取するため、説明会や意見交換会の開催、また、通学手段の確保等の各種

支援策を提案するなど、丁寧な合意形成に努めます。 
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基本的な合意形成の進め方 

(1) 対象校の保護者・地域住民説明会や意見交換会等を開催します。 

(2) 対象校の児童生徒の保護者はもとより、就学前の子どもの保護者や自治会、地域

子育て支援協議会、学校関係者等と連携した「(仮称)学校のあり方を考える検討

会」を設置し、関係者との対話を通じて課題やニーズの整理、対応策の検討を進め、

基本的な合意形成を図ります。 

基本合意に基づき、具体的なスケジュールや進め方を示し、最終的な合意形成

を図るとともに、児童生徒や関係者への丁寧な説明・周知を行います。学校や地域

の実情を踏まえて、具体的な進め方や施設改修の必要性等を検討し、実施時期を

定め、児童生徒や学校関係者への説明・周知を丁寧に行うなど、最終合意形成を図

ります。 

(3) 最終合意を経て、施設の改修や校名、校歌、校章等に関する調整など、学校規模の

適正化に向けて必要な準備を進めます。      

    

３ 配慮すべき事項  

(1) 学校規模の適正化・適正配置を進めるに当たっては、保護者や地域住民、学校・教

員の意見を聞きながら、理解と協力を得て取り組むことが重要であり、地域と連携

した「(仮称)学校のあり方を考える検討会」を通して、学校のあり方について共通

認識を図ります。 

(2) 学校の再編は、就学前の子どもの保護者の居住地選択に大きな影響があるため、

地域住民の理解のもと、計画的な取組と広報・周知に努めます。 

(3) 再編後の学校では、新たな校区全体の特色ある歴史や文化、自然等を学ぶことに

より郷土愛の醸成を図り、ふるさとに誇りを持つ心を育む教育を推進します。 

(4) 再編に伴う児童生徒の心理的な負担が生じないよう、対象校の児童生徒同士が学

校行事や授業を通じて交流できる機会を積極的に設定します。 

(5) 学習規律や生活規律等に関するルール、生徒指導の方針等について、対象校間が

相互に調整します。 

(6) 児童生徒が安心して通学できるよう、通学路の現地確認や安全対策の措置を行う

とともに、必要に応じて、警察署や道路管理者等と調整を図り、対策を講じるなど

安全確保に努めます。 

(7) 再編前の学校の教育方針や教育実績などが、再編後の学校においても継承される

よう十分配慮します。 

(8) 再編後の学校が円滑に運営できるよう必要な支援を行います。 

 

４ 閉校となる学校施設・跡地利用 

閉校となる学校施設や跡地は公共財産であり、市民の財産として有効に活用しなけ

ればいけません。閉校施設の維持管理には市民負担が伴うことについて十分に留意し、

施設の今後のあり方について、地域とともに検討してまいります。 
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５ 規模別の特徴と令和 27（2045）年の見込み 
(1) 小学校     

全 18 校のうち、小規模校に属する 14 小学校について、統合を見据えた適正規模化

を検討し、複式学級が見込まれる学級数１～５の 7 小学校について優先的に取り組み

ます。※□囲みは、複式学級を設置している又は近年の設置が見込まれる学校           

規模別 学級数 特記事項 学校名 

小規模校 

 

１～５ 

・複式学級が存在する規模 

・学校統合等により適正規模に近づけることの適

否を速やかに検討する必要がある 

朝来、大浦 

吉原、池内  

高野、岡田 

由良川 

６ ・複式学級はないが、クラス替えができない規模 

三笠、与保呂 

志楽、中舞鶴 

福井 

７～８ 
・おおむね１つまたは２つの学年しかクラス替え

ができない規模 
倉梯第二 

９～11 ・半分以上の学年でクラス替えができる規模 明倫 

標準規模校 

12～18 

・各学年２～３学級の編制、全学年でクラス替え

可能 

・学習活動の特性に応じた集団が編制できる 

・同学年に複数の教職員を配置できる 

新舞鶴、倉梯 

余内、中筋 

19～24 
・各学年の学級数がやや多く、教育課程の編制、

実施に際し配慮を要する規模 
 

   

(2) 中学校 

全７校のうち、クラス替えができない３中学校について、統合を見据えた適正規模

化を検討します。        

規模別 学級数 特記事項 学校名 

小規模校 

１～２ 

・複式学級が存在する規模 

・学校統合等により適正規模に近づけることの適

否を速やかに検討する必要がある 

 

３ ・複式学級はないが、クラス替えができない規模 和田、若浦、加佐 

４～５ ・クラス替えができる学年が少ない規模  

６～８ 
・全学年でクラス替えができ、同学年に複数教員

を配置できる規模 
 

９～11 

・全学年でクラス替えができ、同学年で複数教員

配置や免許外指導の解消が可能な規模 

・全ての授業で教科担任による学習指導を行うた

めには、学校全体で９学級（各学年３学級）以

上であることが望ましい 

青葉、白糸 

城南、城北 

標準規模校 12～18 
・各学年４～６学級の編制、全学年でクラス替え

が可能 

 

 

（注 1）上表（(1)小学校・(2)中学校）の規模別分類は、令和 27（2045）年度における児童生徒数の予測を、学校

教育法施行規則 41 条・79 条及び文部科学省「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」

の規模別分類を用いて分類 

（注 2）上表（①小学校・②中学校）の学級数には、特別支援学級数は含めていない。 
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６ 学校規模適正化へのロードマップ 
校区内の児童生徒数が減少し、既に複式学級が編制されている学校や今後複式学級

の編制が見込まれる学校、また、クラス替えができない規模の学校については、対象校

の保護者や地域住民、学校関係者との合意形成を図るとともに、市の関係部署及び京都

府等関係機関との調整や、市議会への説明等を行いながら、統合を見据えた学校規模適

正化を進めていきます。 

 

 

 

規
模
適
正
化
対
象
校 

・ビジョンに基づく市の

考え方について保護者

や地域等に説明 

 

・望ましい教育環境につ

いて、保護者や地域等

と意見交換 

 

・保護者や地域等の意向

確認 

・保護者や地域、学校関係

者、行政等で構成する

「(仮称)学校のあり方を

考える検討会」を設置し、

統廃合に係る手続き等に

ついて検討 

 

・対象校間における調整 

 

・国や京都府等関係機関と

の調整 

 

・市議会への説明 

 

・条例改正 

・対象校の児童生徒同士

による交流の促進 

 

・学校施設の改修 

 

・統廃合後の学校運営に

向けた準備 

 

・市民への広報、周知 

 

※「(仮称)学校のあり方を考える検討会」で合意形成を行うとともに、下記事項等に 

ついて検討、調整を行う。 

・ 統合後の学校位置の決定、学校名・校歌・校章・校旗・校則等  

・ 修学旅行や遠足等の行事、統合対象校の児童生徒交流事業、特色ある教育活動等 

・ 通学路、通学手段の対策、記念行事、児童・保護者（新入生含む）への説明会、開・ 

閉校式等、その他必要となる事項 

・ 学用品、教材、教具、備品、図書等の整理・廃棄、他校での利活用等  

・ 学校史の編さん  

・ 閉校となる学校の歴史に関わり保存展示すべきものの選定・保存方針 

・ 統合に向けたスケジュール 

・ 統合後の学校施設の改修内容 

・ 廃校となる校舎・土地の跡地利用 等 

STEP1 

 

STEP2 

 

 

STEP3 

 

 
子
ど
も
た
ち
に
と
っ
て 

望
ま
し
い
教
育
環
境
の
実
現 


